
主要施策名：（３）地域福祉の充実

基本目標(章) 主要施策(節) 施策区分
事務事業

コード
事務事業 所管課

533-1 民生委員事業 総合福祉課

530-3 戦没者・戦傷病者援護事業 総合福祉課

（３）地域で支え合う
体制の充実

533-2 社会福祉支援事業 総合福祉課

（１）障がい者支援の
充実

531-1 福祉関連計画策定事業(令和2年度) 総合福祉課

（３）地域で支え合う
体制の充実

533-3 ご当地カード行政ポイント付与事業 総合福祉課

531-2 障害者福祉事業 総合福祉課

531-7 住宅改造助成事業 総合福祉課

531-9 地域生活支援事業 総合福祉課

531-13 難聴児補聴器購入費助成事業 総合福祉課

531-14 小児慢性特定疾病児童等日常生活用具給付事業 総合福祉課

530-4 福祉センター管理運営事業 総合福祉課

（２）高齢者支援の充
実

532-1 岱明コミュニティセンター管理運営事業 総合福祉課

（３）地域で支え合う
体制の充実

533-4 災害支援事業 総合福祉課

534-2 生活困窮者自立支援事業 くらしサポート課

534-3 フードバンク事業 くらしサポート課

534-4 生活保護適正実施推進事業 くらしサポート課

532-2 高齢者等生活支援事業 高齢介護課

532-3 敬老事業 高齢介護課

532-4 老人クラブ支援事業 高齢介護課

532-5 介護低所得者対策事業 高齢介護課

（３）地域で支え合う
体制の充実

533-5 介護施設整備事業 高齢介護課

532-6 天水老人憩の家管理運営事業 高齢介護課

532-7 高齢者等就業支援センター管理運営事業 高齢介護課

⑤健康で安心な
福祉づくり

（３）地域福祉の
充実

（２）高齢者支援の充
実

事務事業本数：24

（３）地域で支え合う
体制の充実

（１）障がい者支援の
充実

（４）生活困窮者対策
の充実

（２）高齢者支援の充
実
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基本目標(章) 主要施策(節) 施策区分
事務事業

コード
事務事業 所管課

⑤健康で安心な
福祉づくり

（３）地域福祉の
充実

（３）地域で支え合う
体制の充実

533-6 婦人相談事業 子育て支援課
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

□ ■ □ □

□ □

■ □ 】 款 3 項 1 目 1 2

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 民生委員事業
所管課 総合福祉課

作成者（担当者） 植原　孝信

事務事業コード 533-1 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑤健康で安心な福祉づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （３）地域福祉の充実

■ 該当施策区分 （３）地域で支え合う体制の充実

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 民生委員法、玉名市民生委員推薦会規則 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

民生委員・児童委員制度は、地域に根ざした福祉活動を展開し、広く社会の実情に通じ社会福祉の増進に熱意のあ
る住民を地域から選び、関係機関に推薦する必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

民生委員推薦会委員、玉名市民生委員・児童委員連絡協議会

意図
（どのような状態にしたいか）

民生委員推薦会により、民生委員・児童委員の適任者を県を通じて厚生労働省へ推薦し、委嘱を受けた民生委員・児
童委員が地域福祉のために活発な活動ができるよう支援する。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・民生委員推薦会業務は3年に1度の一斉改選又は欠員が生じた際に
後任候補者について審議しその結果を県を通じて、国へ進達する。
・民生委員・児童委員連絡協議会は、市の6ある民生委員・児童委員協
議会より選出した役員により構成された上部組織で、協議会内の情報
交換等を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 民生委員推薦会業務

② 民生委員・児童委員連絡協議会支援事業

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 1,146 1,105 1,146 1,153 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 9,210 9,603 9,210 9,425 0

一般財源 8,064 8,498 8,064 8,272

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.20 0.50 0.30 0.30

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 10,389 12,341 10,853 11,074

小　　　　計 1,179 2,738 1,643 1,649

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

■

■

□

□

■

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

民生委員推薦会業務
改選又は欠員が生じた場合に
推薦を行う。

推薦会開催回数 回 1 4 1 0

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

66 51 60
民生委員・児童委員連絡
協議会支援事業

民生委員・児童委員協議会活動に
補助金を交付する。

民生委員定例会開催
回数

回 72

11,074

対象１単位あたりのコスト（千円） 70 82 72 74

R03年度予算

対象（ 民生委員・児童委員数 148 150 150 150

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 10,389 12,341 10,853

98.00% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 85.32% （↓） 113.71% （↑）

150 150 150

148 150 150
1 民生委員・児童委員数 民生委員・児童委員の数（4月1日現在） 人

150

4135 4037 4160

4135 4037 4332
2 民生委員・児童委員活動回数

民生委員・児童委員の年間活動合計回
数

回
2952

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、活動の一部が制限されているが、事務局である社会福祉協議会と連携して、工夫してできる範囲での活動をサポートし
た。
一身上の都合から出た欠員については、地域に依頼して補充できた。
世帯数や高齢者数の多い地区においては、将来の民生委員定数改定を視野に置いて、適正な定員数を地区内で検討いただくよう依頼した。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

令和4年11月で任期満了となり、一斉改選を控えている。
今後も欠員が生じないよう、関係団体に呼び掛けていく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
高齢化社会が進み、それに伴う諸問題も増加すると予想される中、大変重要な役割を担う民生委員で
ある。地域福祉の推進に欠かせない存在であるが、こちらも高齢化の問題があり、改選選任の際は毎
回苦慮している。そのような中で現状のまま継続した行政支援が必要である。

評価責任者

西原　正信

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 3 項 1 目 1 5

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 戦没者・戦傷病者援護事業
所管課 総合福祉課

作成者（担当者） 植原　孝信

事務事業コード 530-3 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑤健康で安心な福祉づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （３）地域福祉の充実

□ 該当施策区分

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 戦傷病者戦没者等遺族等援護法、戦傷病者特別援護法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

戦没者、戦傷病者等の遺族に対し援護を行い、戦没者の霊を慰め、哀悼の意を表すことが広く国民に求められてい
る。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

戦没者や戦傷病者、その遺族やその家族

意図
（どのような状態にしたいか）

戦争において、公務上負傷された者、死亡された者の遺族に、一定の要件を満たした場合に援助を行うとともに、国
民に対して人命の尊さ、平和の大切さについて理解を深めてもらう。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・戦没者合同慰霊祭を、毎年4月下旬に玉名市民会館大ホールで無宗
教献花方式で行う。
・援護給付金等の請求事務は、戦没者等の遺族に対する特別弔慰金、
戦傷病者等の妻に対する特別給付金、戦没者の妻に対する特別給付
金、戦傷病者のJR乗車券発給事業等を行う。
・熊本地震で被災した戦没者慰霊碑を復旧する事業に対し、補助金を
交付する。

⇒

事務事業を構成する細事業（　3　）本

① 戦没者合同慰霊祭事業

② 援護・給付金等請求事業

③ 民間建立慰霊碑災害復旧事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 2 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 4,517 4,641 122 1,436 0

一般財源 4,515 4,641 122 1,436

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.05 0.15 0.45 0.45

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 3,042 1,977

1.48 0.54

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 4,812 5,462 5,472 4,975

小　　　　計 295 821 5,350 3,539

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

■

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

■ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

戦没者合同慰霊祭事業
非宗教方式による慰霊祭を挙
行する。

慰霊祭開催回数 回 1 1 ０ １

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

0 0 0

民間建立慰霊碑災害復旧
事業

戦没者慰霊碑の復旧を行う団体に
補助金を交付する。

復旧した慰霊碑件数 件 ー 3 １ 0

援護・給付金等請求事業
戦傷病者JR乗車券交付に伴う
請求を行う。

援護給付金等の請求
事務処理件数

件 1

4,975

対象１単位あたりのコスト（千円） 4,812 5,462 0 4,975

R03年度予算

対象（ 合同慰霊祭実施回数 1 1 0 1

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 4,812 5,462 5,472

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 88.10% （↓） 0.00% （－）

300 300 60

300 300 0
1 戦没者合同慰霊祭参加者数 戦没者合同慰霊祭への参加者数 人

330

2

＊成果未達成時の理由 新型コロナウイルス感染拡大の収束が見込めず、参加者の安全を第一に考え、慰霊祭を中止した。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担になじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、遺族連合会と協議し、令和2年度戦没者合同慰霊祭を中止した。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

昨年度に続き、慰霊祭の実施については時期や規模を検討している。ワクチン接種がひと区切りがついても、直ちに数百人が
参加する規模での開催は考えず、縮小しての開催を遺族連合会と協議していく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
国・県も慰霊関連事業には積極的に継続されており、市遺族会も会員減少や高齢化などの問題も抱え
一層の支援は必要である。また、昨年度はコロナ禍のため中止したが、戦没者の尊い犠牲に対し永久
的な継続が求められる。

評価責任者

西原　正信

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】
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≪基本情報≫

□ □ ：

□

□ ■

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 3 項 1 目 1 6

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 社会福祉支援事業
所管課 総合福祉課

作成者（担当者） 植原　孝信

事務事業コード 533-2 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑤健康で安心な福祉づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （３）地域福祉の充実

■ 該当施策区分 （３）地域で支え合う体制の充実

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

社会福祉協議会や福祉関係団体に対し、地域福祉の向上や活動支援のために財政的支援が必要である。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

社会福祉関係団体等、市民

意図
（どのような状態にしたいか）

社会福祉関係団体等に補助金の交付を行うことにより、それらを取り巻く地域福祉の向上や活動の支援を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・社会福祉協議会に補助金を交付する。
・ボランティア拠点であるボランティアセンターに補助金を交付する。
・更生保護者の見守りを行う保護司会に補助金を交付する。
・更正保護者の就労支援の連絡調整を行う団体に補助金を交付する。
・市民が香典の一部を社会福祉への寄附とした場合に社会福祉協議
会の代わりに受領し引き渡す。

⇒

事務事業を構成する細事業（　6　）本

① 社会福祉協議会支援事業

② ボランティアセンター運営支援事業

③ 保護司会支援事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 94,640 91,825 92,710 96,239 0

一般財源 94,640 91,825 92,710 96,239

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.30 0.20 0.10 0.10

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 96,409 92,920 93,258 96,789

小　　　　計 1,769 1,095 548 550

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

■ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

社会福祉協議会支援事業
地域福祉活動推進団体である社会福祉協議会
に補助金(人件費分)を交付する。 補助対象職員数 人 18 17 17 15

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

330 330 330

保護司会支援事業
社会復帰する保護観察者を支援
する会に補助金を交付する。

定例会 回 6 2 2 2

ボランティアセンター運営
支援事業

ボランティアセンターに補助金
を交付する。

活動日数 日 359

96,789

対象１単位あたりのコスト（千円） 1 1 1 1

R03年度予算

対象（ 市民 66850 66319 65817 65189

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 96,409 92,920 93,258

95.43% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 102.93% （↑） 98.88% （↓）

75 75 64

77 75 64
1 社会福祉協議会実施事業等本数 事業本数 本

77

2

＊成果未達成時の理由 新型コロナウイルス感染拡大状況から、活動を減らしたため。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

団体補助金

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

地域福祉の向上を目的として事業に取り組んでいる団体への補助金であるため、継続して支援を行った。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

玉名市社会福祉協議会への人件費補助金は、当該団体の実績報告や市の財政状況に鑑み、補助金対象人員を見直して令
和3年度予算から段階的に削減していく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
 それぞれの団体が各分野においての中核となっていることから、社会福祉・地域福祉の向上には必要
な事業である。

評価責任者

西原　正信

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】
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【２７】
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

□ □ □ □

□ ■

■ □ 】 款 3 項 1 目 1 10

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
■ □ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ ■ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 福祉関連計画策定事業(令和2年度)
所管課 総合福祉課

作成者（担当者） 関　哲也

事務事業コード 531-1 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑤健康で安心な福祉づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （３）地域福祉の充実

□ 該当施策区分 （１）障がい者支援の充実

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 障がい者総合支援法第88条、児童福祉法第33条の20 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

障がい福祉計画と障がい児福祉計画は、障がいのある人や障がいのある子どもを支援するサービスの提供に関する
体制やサービスを確保するための方策などを示す事業計画として策定が必要である。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

障がい者、障がい児

意図
（どのような状態にしたいか）

障がいや障がいのある人に対する理解の促進などをはじめ、障がいのある人の差別解消や権利擁護、自立生活支
援や就労支援、療育や教育、社会参加などのさまざまな分野において、障がいのある人たちのための取組の充実を
図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

令和２ 年度】 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

障がいのある人が地域で生活するうえでの様々な課題の解決に取り組
み、障がいのある人が、障がいのない人と同じように地域において自
分の能力を活かして、さまざまなことにチャレンジし、いろいろな人たち
と交流しながら生活を楽しむ暮らしができるよう各種施策の推進を図
る。

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 障がい福祉計画及び障がい児福祉計画策定事業

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 0 0 2,233 0 0

一般財源 0 0 2,233 0

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.00 0.00 0.70 0.00

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 0 0 6,066 0

小　　　　計 0 0 3,833 0

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

□ □ ■ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

障がい福祉計画及び障がい
児福祉計画策定事業

障がいのある方、障がいのある子どもに支援を
提供する体制の構築を図る計画の策定

業務委託にて計画書の策
定を行う。

式 － － １ －

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

0

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 6,066 0

R03年度予算

対象（ 業務委託数 0 0 1 0

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 0 0 6,066

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 0.00% （－）

1

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

第6期玉名市障がい福祉計画及び第2期玉名市障がい児福祉計画について、計画策定を行った。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

第6期玉名市障がい福祉計画及び第2期玉名市障がい児福祉計画の策定については、令和2年度で終了する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見

第６期玉名市障がい福祉計画及び第２期玉名市障がい児福祉計画を策定することで、障がいのある
人や障がいのある子どもを支援するサービスの提供に関する体制やサービスを確保するための方策
など
を示す事業計画であるため、充実した福祉サービスに寄与するものである。

評価責任者

西原　正信

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

□

□ ■

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 3 項 1 目 1 13

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 ご当地カード行政ポイント付与事業
所管課 総合福祉課

作成者（担当者） 植原　孝信

事務事業コード 533-3 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑤健康で安心な福祉づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （３）地域福祉の充実

■ 該当施策区分 （３）地域で支え合う体制の充実

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

安心していきいきと暮せるまちづくりの推進と、地域の健康増進や福祉、保健への住民意識の向上を図る必要があ
る。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民

意図
（どのような状態にしたいか）

ハローカードにポイントを付与し、講座や福祉イベントへの参加や各種検診の受診を促すことで、安心していきいきと
暮せるまちづくりの推進を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H27 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容
講座や福祉イベントへの参加者や各種検診の受診者に、ポイントを付
与する。 ⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 行政ポイント付与事業

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 4,268 2,911 1,010 1,246 0

一般財源 4,268 2,911 1,010 1,246

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.10 0.10 0.05 0.05

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 2,428 1,444

0.74 0.20

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 4,858 3,459 2,727 1,916

小　　　　計 590 548 1,717 670

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

■

□

■

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ ■

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

行政ポイント付与事業
各講座や福祉イベントへの参加促進や各種検
診の受診促進を図り、ハローカードにポイントを
付与する。

開催件数 件 18 15 5 3

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

1,916

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

R03年度予算

対象（ 市民 66850 66319 65817 65189

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 4,858 3,459 2,727

140.97% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 139.32% （↑） 125.90% （↑）

6220 6000 1430

5095 5089 2521
1

行政ポイント付与したイベント等の参加人
数

付与した人数 人
7361

2

＊成果未達成時の理由 新型コロナウイルス感染拡大に歯止めがかからず、ポイント付与を行っていたイベントのほとんどが中止となった。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
c

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担になじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

事業を始めて5年となり、たまなスタンプ会と協働で取り組んできたが、スタンプ会加盟店舗数は伸び悩み、ポイントカードの発
行と加盟店での利用に一定の役目を終えたと考えられるため、検討した結果、事業を縮小することとなった。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

令和3年度からは事業を縮小し、市役所窓口での、転入、結婚、出産の３つの手続きにポイント付与（新規ポイントカード発行
含む）するが、ポイント付与を希望するかは任意なので、手続き総数に占める付与者の割合をみて今後の事業継続の必要性
を見極める。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
マイキープラットフォーム事業が昨年度途中から事業中止したため、市役所窓口にて、転入、結婚、出
産の３つの手続きに絞ってポイント付与を行っており、縮小しての継続が必要。

評価責任者

西原　正信

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

□ ■ □ □

□ □

■ □ 】 款 3 項 1 目 2 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 障害者福祉事業
所管課 総合福祉課

作成者（担当者） 関　哲也

事務事業コード 531-2 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑤健康で安心な福祉づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （３）地域福祉の充実

□ 該当施策区分 （１）障がい者支援の充実

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 身体障害者福祉法、知的障害者福祉法、精神保健福祉法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 市障がい福祉計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

障がい者は年々増加傾向にあり、障がいの種別を明確にし、それに応じたサービスや割引等を受けやすくするための
手帳の交付が必要である。また、各障がい者団体の育成及び障がい者の交流の場を提供する必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

障がい者及びその家族

意図
（どのような状態にしたいか）

身体障害者手帳、療育手帳、精神保健福祉手帳の交付により、各種サービスや割引等を有効に活用してもらい、自
立促進及び費用負担の軽減につなげる。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・身体障害者手帳、療育障害者手帳、精神障害者手帳の交付申請及
び取得に伴う各種割引、サービスの案内を行う。
・自立支援医療（精神通院)の申請及び受給者証取得に伴う利用者負
担についての説明を行う。
・各障がい者団体等への助成を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　9　）本

① 身体障害者手帳交付等業務

② 療育手帳交付等業務

③ 精神保健福祉手帳交付等業務

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 430 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 2,635 2,484 2,638 2,096 0

一般財源 2,635 2,484 2,208 2,096

人
件
費

職
員
の

職員人工数 1.90 2.00 1.40 1.40

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.74 0.74

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 13,837 13,436 11,747 11,252

小　　　　計 11,202 10,952 9,109 9,156

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

■

■

□

□

□

□

■

■

□

□

■

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

身体障害者手帳交付等業
務

申請により、身体手帳の受付・
交付を行う。

申請書受付件数 件 675 619 493 500

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

122 119 120

精神保健福祉手帳交付等
業務

申請により、精神手帳の受付・
交付を行う。

申請書受付件数 件 327 305 313 320

療育手帳交付等業務
申請により、療育手帳の受付・
交付を行う。

申請書受付件数 件 105

11,252

対象１単位あたりのコスト（千円） 3 3 3 2

R03年度予算

対象（ 障がい者 4681 4674 4610 4610

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 13,837 13,436 11,747

104.40% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 102.83% （↑） 112.81% （↑）

100 100 100

100 100 100
1 障害者手帳（身体・療育・精神）交付率 申請件数÷交付件数 ％

100

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

手帳交付の状況として、精神及び療育手帳はほぼ横ばいの状態にあるが、身体手帳は減少し、所有者全体では減少傾向と
なった。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

手帳交付業務が、障がい者等の各種サービスによる自立支援及び負担軽減を受けるためのスタートとなるため、今後も適正
な業務執行に努めていく。
団体補助については、必要に応じて、継続して補助金の見直しを進めていく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見 福祉サービス受給の基本的業務であるため、現状のまま継続が望ましい。

評価責任者

西原　正信

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 3 項 1 目 2 6

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 住宅改造助成事業
所管課 総合福祉課

作成者（担当者） 関　哲也

事務事業コード 531-7 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑤健康で安心な福祉づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （３）地域福祉の充実

□ 該当施策区分 （１）障がい者支援の充実

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 社会福祉法、住宅改造事業実施要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 市障がい福祉計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

65歳未満で、重度の身体障がい者及び知的障がい者がいる世帯に対し、在宅での自立を促進するための支援が必
要である。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

身障手帳1級、2級を所持する身体障害者及び療育手帳A1又はA2を所持する知的障害者で生計中心者の所得税額
が7万円以下の世帯

意図
（どのような状態にしたいか）

住宅改造に必要な経費を助成することにより、重度の身体障害者等の寝たきり防止及び介護者の負担軽減を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・玄関、廊下、階段、居室、浴室、便所、洗面所、台所等在宅の障がい
者が、利用する部分に関し改造を要する経費とし、新築・増築・改築は
対象としない。
・借家、借間等を改造する場合は、所有者の承諾を必要とするが、その
占有部分を対象とし、現状復帰についての費用は助成の対象としな
い。
・助成額は90万円又は助成対象者経費のいずれか低い額に要綱で定
めた助成率を乗じて得た額となる。

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 住宅改造助成事業

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 173 0 700 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 0 346 0 1,400 0

一般財源 0 173 0 700

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.10 0.20 0.10 0.10

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 590 1,441 548 1,950

小　　　　計 590 1,095 548 550

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

住宅改造助成事業
申請により住宅改造に関する
助成金を交付する。

申請件数 件 0 1 0 2

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

1,950

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 1,441 0 975

R03年度予算

対象（ 助成件数 0 1 0 2

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 590 1,441 548

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 0.00% （－）

100 100 100

ー 100 ー
1 助成割合 申請件数÷助成した件数 ％

100

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

対象者に受益者負担を求めるのは困難なため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

制度の情報提供等は実施しているものの、令和2年度については、申請がなかった。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

重度身体障害者及びその介護者の費用及び負担軽減を図るためにも、本事業は対象者に有用であることから、現状のまま継
続する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見 申請件数は少ないものの、障がい者の在宅支援の重要な事業である。

評価責任者

西原　正信

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 3 項 1 目 2 8

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 地域生活支援事業
所管課 総合福祉課

作成者（担当者） 関　哲也

事務事業コード 531-9 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑤健康で安心な福祉づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （３）地域福祉の充実

□ 該当施策区分 （１）障がい者支援の充実

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 障害者総合支援法、市コミュニケーション支援事業実施要綱他 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 市障がい福祉計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

障害者総合支援法の施行に伴い、市町村が障がい者のニーズや実情に応じて独自に事業を実施し、障がい者の自
立促進や介護者の負担軽減を図る必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

障がい者及びその家族

意図
（どのような状態にしたいか）

障がい者に対して、日中の預かりや移動支援などのサービスを提供することによって、自立促進や介護者の負担軽
減につなげる。自動車運転免許取得・改造助成事業を行うことで、障害者の地域での自立及び社会参加を促す。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H18 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・対象者のニーズに合わせたサービスを提供する。
・在宅の障がい者に個々の実情に応じた支援用具を給付又は貸与す
る。
・運転免許取得時又は所有する自動車の改造の際にその費用の一部
を助成する。
・身寄りのない障がい者が成年後見人の申立てをする場合にその費用
を負担する。

⇒

事務事業を構成する細事業（　6　）本

① 地域生活支援事業

② 重度障害者等日常生活用具給付等事業

③ 自動車運転免許取得・改造助成事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 13,001 12,657 13,248 21,814 0

県支出金 6,500 6,328 6,624 10,907 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 2,658 3,970 4,366 2,685 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 53,839 57,260 53,852 55,232 0

一般財源 31,680 34,305 29,614 19,826

人
件
費

職
員
の

職員人工数 1.60 1.00 1.10 1.10

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 63,273 62,736 59,876 61,279

小　　　　計 9,434 5,476 6,024 6,047

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

■

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ ■ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

地域生活支援事業
障がい者の申請によりニーズに合わせたサー
ビスを提供する。 サービスの種類 種類 5 ５ ５ ５

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

1348 1435 1400

自動車運転免許取得・改
造助成事業

運転免許取得時や改造の際、費
用の一部を助成する。

助成決定者数 人 11 ８ 6 7

重度障害者等日常生活用
具給付等事業

在宅の障がい者に個々の実状に応じた支援用
具を給付又は貸与する。 交付決定者数 人 1365

61,279

対象１単位あたりのコスト（千円） 13 13 13 13

R03年度予算

対象（ 障がい者 4824 4725 4608 4608

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 63,273 62,736 59,876

97.71% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 98.79% （↓） 102.18% （↑）

155 160 160

153 153 145
1 地域生活支援事業利用者数 決定者数 人

151

4900 4800 4000

3837 3810 3075
2 地域生活支援事業サービス利用件数 サービス利用件数 件

4849

＊成果未達成時の理由 新型コロナウイルス感染拡大の影響により、サービスの利用頻度が下がったことが影響している。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担になじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

地域生活支援事業のサービス5事業や日常生活用具給付事業以外の市独自事業として、自動車運転免許取得及び自動車改
造助成事業を継続実施しており、事業利用者の負担軽減に取り組んだ。
また、手話奉仕員養成事業については、新型コロナウイルス感染拡大の影響により、年度途中で講座を中止せざるを得な
かった。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

障害者総合支援法の中の枠組みでは任意事業の位置づけであるため、財源措置はあるものの内示率は下降傾向にある。現
在、負担軽減の観点から利用者の負担率を引き下げており、負担率の引き上げについて、利用者の意向や財源の状況を見
ながら検討していく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見 障がい者の日常生活における負担軽減のため、重要な事業であり現状のまま継続が必要である。

評価責任者

西原　正信

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 3 項 1 目 2 14

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 難聴児補聴器購入費助成事業
所管課 総合福祉課

作成者（担当者） 関　哲也

事務事業コード 531-13 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑤健康で安心な福祉づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （３）地域福祉の充実

□ 該当施策区分 （１）障がい者支援の充実

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 県難聴児補聴器購入助成事業実施要項 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 市障がい福祉計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

補聴器の装用による音声言語能力の向上や、等しく学び、成長できる環境を確保すべきである。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

身体障害者手帳の交付対象とならない軽度・中等度の聴覚障害のある児童

意図
（どのような状態にしたいか）

補聴器の装用による音声言語能力の向上や、等しく学び、成長できる環境を確保し、コミュニケーション能力等の成長
に寄与する。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ26 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容 難聴児に補聴器購入の3分の2(県1/3、市1/3）を限度に助成。 ⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 難聴児補聴器購入費助成事業

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 17 0 35 105 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 35 0 70 210 0

一般財源 18 0 35 105

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.20 0.20 0.10 0.10

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 1,214 1,095 618 760

小　　　　計 1,179 1,095 548 550

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

難聴児補聴器購入費助成
事業

難聴児に補聴器購入の3分の2
を限度に助成。

申請件数 件 1 0 1 3

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

760

対象１単位あたりのコスト（千円） 1,214 0 618 253

R03年度予算

対象（ 助成件数 1 0 1 3

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 1,214 1,095 618

243.95% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 0.00% （－）

100 100 100

100 0 100
1 助成割合 申請件数÷助成件数 ％

100

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担になじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

令和2年度は1件対象者からの申請があり、適正に執行した。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

対象が、手帳未所持の難聴児と限定的なため、実績としては少数となるが、対象者の環境確保を図るための支援として必要と
見込まれるため、今後も現状のまま継続する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見 申請相談件数は多くはないが、必要性が高いため現状のまま継続が必要。

評価責任者

西原　正信

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】
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【２７】
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 3 項 1 目 2 15

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 小児慢性特定疾病児童等日常生活用具給付事業
所管課 総合福祉課

作成者（担当者） 植原孝信

事務事業コード 531-14 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑤健康で安心な福祉づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （３）地域福祉の充実

□ 該当施策区分 （１）障がい者支援の充実

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 児童福祉法、玉名市小児慢性特定疾病児童等日常生活用具給付事業実施要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

児童福祉法第19条の3第3項に規定する医療費支給認定に係る小児慢性特定疾病児童等（以下「小児慢性特定疾病
児童等」という）で在宅生活を送る者は、日常生活を送るのに必要な用具があり同法及び総合支援法での施策の対
象にならない場合には購入金額が高くなってしまうため、助成することで福祉の増進を図る必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

玉名市に住所を有する在宅の「小児慢性特定疾病児童等」であって、児童福祉法又は総合支援法の規定による施策
の対象とならない者。

意図
（どのような状態にしたいか）

対象者の日常生活の便宜を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H28 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容
対象者が実施要綱に定める日常生活用具を購入する場合に、用具納
入業者に対し費用から対象者の自己負担額を控除した額を支払う。 ⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 小児慢性特定疾病児童等日常生活用具給付事業

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 142 184 146 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 0 233 144 293 0

一般財源 0 91 -40 147

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.00 0.20 0.05 0.05

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 0 1,328 418 568

小　　　　計 0 1,095 274 275

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

小児慢性特定疾病児童等日
常生活用具給付事業

特定疾病にり患した小児の日常生
活用具の費用助成を行う。

助成給付件数 件 0 3 2 1

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

568

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 443 209 568

R03年度予算

対象（ 特定疾病にり患した小児 0 3 2 1

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 0 1,328 418

36.80% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 211.80% （↑）

1 1 1

0 3 2
1 日常生活用具の費用助成 助成給付件数 件

1

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担になじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

前回のふりかえりなし。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

特定疾病にり患した小児の経済的負担を軽減し、日常生活の便宜を図る。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
評価責任者

西原正信

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

□ □ □ ■

□ □

■ □ 】 款 3 項 1 目 5 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ □ ■ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 福祉センター管理運営事業
所管課 総合福祉課

作成者（担当者） 植原　孝信

事務事業コード 530-4 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑤健康で安心な福祉づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （３）地域福祉の充実

□ 該当施策区分

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 玉名市福祉センター条例 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 公共施設長期整備計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

市民が健康で生きがいのある、安心して生活できるための福祉活動の拠点として、地域の温泉資源を十分に生かし
た交流・憩いの場としての拠点として、市民の福祉の向上が求められている。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

施設利用者

意図
（どのような状態にしたいか）

指定管理者による施設の効果的な管理及び運用を行うことで、施設の利用者の利便性を高め、福祉サービスの向上
及び健康増進を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【 指定管理

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容
・運営状況等に関する把握及び指定管理者（社会福祉法人玉名市社
会福祉協議会）への指導及び助言。
・リスク分担に基づく施設の修繕等の維持管理を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　3　）本

① 福祉センター指定管理業務

② 福祉センター施設改修事業

③ 福祉センター維持管理業務

0 26,900 32,000 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 24,307 27,943 30,153 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 33,180 81,403 93,500 30,224 0

一般財源 33,180 30,196 33,557 71

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.30 0.40 0.40 0.40

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 34,949 83,593 95,690 32,423

小　　　　計 1,769 2,190 2,190 2,199

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

福祉センター指定管理業
務

指定管理者による施設の管理
運営を行う。

開館日数 日 303 281 168 281

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

6 6 0

福祉センター維持管理業
務

指定管理者との協定に基づ
き、施設の改修を行う。

修繕箇所数 箇所 2 0 0 0

福祉センター施設改修事
業

カーボン・マネジメント強化事業を活用し、空調
設備や照明設備等の改修を行う。 改修箇所数 箇所 0

32,423

対象１単位あたりのコスト（千円） 1 2 6 1

R03年度予算

対象（ 施設利用者 58543 47674 15454 40000

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 34,949 83,593 95,690

763.89% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 34.05% （↓） 28.32% （↓）

224 195 142

193 169 91
1 福祉センター1日平均利用者数 福祉センターの1日平均利用者数 人

214

2

＊成果未達成時の理由 新型コロナウイルス感染拡大防止のため休館したため

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

指定管理

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

令和元年度～2年度のカーボンマネジメント事業による空調・照明の改修工事が完了し、今後の省電力化が期待できる。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

指定管理更新により、令和2年度からも継続して玉名市社会福祉協議会に施設の管理運営を委託している。住民福祉の拠点
として、適正な施設管理運営がなされるよう連携して取り組む。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見 社会福祉協議会において適切な管理運営が行われており、現状のまま継続が必要である。

評価責任者

西原　正信

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

□ □ □ ■

□ □

■ □ 】 款 3 項 1 目 5 2

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ □ ■ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 岱明コミュニティセンター管理運営事業
所管課 総合福祉課

作成者（担当者） 植原　孝信

事務事業コード 532-1 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑤健康で安心な福祉づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （３）地域福祉の充実

□ 該当施策区分 （２）高齢者支援の充実

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 玉名市岱明コミュニティセンター条例 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 玉名市公共施設個別施設計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

市民が健康で生きがいのある、安心して生活できるための福祉活動の拠点として、地域の入浴施設を十分に活かし
た交流・憩いの場として、市民の福祉の向上が求められている。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

施設利用者全般

意図
（どのような状態にしたいか）

指定管理者による施設の効果的な管理及び運用を行うことで、施設の利用者の利便性を高め、福祉サービスの向上
及び健康増進を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【 指定管理

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容
・運営状況等に関する把握及び指定管理者（(株)三勢）への指導及び
助言。
・リスク分担に基づく施設の修繕等の維持管理を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 岱明コミュニティセンター指定管理業務

② 岱明コミュニティセンター維持管理業務

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 18,716 23,650 15,763 15,763 0

一般財源 18,716 23,650 15,763 15,763

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.30 0.20 0.20 0.20

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 20,485 24,745 16,858 16,862

小　　　　計 1,769 1,095 1,095 1,099

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

岱明コミュニティセンター指
定管理業務

指定管理者による施設の管理
運営を行う。

開館日数 件 311 266 257 266

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

2 0 0
岱明コミュニティセンター維
持管理業務

指定管理者との協定に基づ
き、施設の改修を行う。

箇所数 件 2

16,862

対象１単位あたりのコスト（千円） 1 2 2 1

R03年度予算

対象（ 施設利用者 20095 15258 8940 16000

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 20,485 24,745 16,858

178.93% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 62.86% （↓） 86.00% （↓）

78 81 60

64 57 34
1 1日平均施設利用者数

1日平均の施設利用者数
人

73

2

＊成果未達成時の理由 新型コロナウイルス感染拡大防止のため休館や休憩室利用制限を行ったため利用者が減少した。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

指定管理

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

新型コロナウイルス感染拡大に歯止めがかからない状況で、休館や利用制限を行ってきたため入館者数が減少し合宿利用
は初の実績なしとなった。
固定客の回数券購入も落ち込んでいるが、依然として入浴利用の半数を占めている。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

令和3年度で設置から30年となるが、躯体調査の結果をふまえ、磯の里との集約を含めた大規模改修には適さないことが判
明している。施設設備の老朽化や利用者の動向を注視しつつ、施設の閉鎖に向けた準備も関係各課と協議している。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
地域コミュニティの場として周辺地域での役割を果たしている。浴場関係の修繕も終わり、長期休業期
間における団体での宿泊や高齢者の利用を促進するため、指定管理事業者と適切な運営管理を行い
継続の必要がある。

評価責任者

西原　正信

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 3 項 4 目 1 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 災害支援事業
所管課 総合福祉課

作成者（担当者） 植原孝信

事務事業コード 533-4 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑤健康で安心な福祉づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （３）地域福祉の充実

■ 該当施策区分 （３）地域で支え合う体制の充実

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 災害対策基本法、市災害見舞金支給条例 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 玉名市避難行動要支援者支援計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

災害発生時に、高齢者等を安全に避難誘導できる体制をつくり、また、り災者には見舞金又は弔慰金を支給し、福祉
の増進を図る必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

65歳以上の高齢者、障がい者、乳幼児等の災害弱者

意図
（どのような状態にしたいか）

災害発生時における、災害弱者の支援体制の確立及びり災者に対して見舞金等を支給することで、生活の安定を図
る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・災害発生を想定し避難・支援がスムーズに行うことができるように関
係機関と認識・情報の共有等の支援体制の構築を図ることを目的とし
た会議を行う。
・平常時から災害発生時において支援を希望する方の状況把握をす
る。
・火災等でり災した方に、その程度に応じて見舞金等を支払う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　6　）本

① 災害時要援護者避難支援対策会議業務

② 災害時要援護者支援計画業務

③ 災害見舞金等支給事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 656 0 0

県支出金 1,525 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 4,059 254 944 498 0

一般財源 2,534 254 288 498

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.10 0.05 0.20 0.20

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 4,649 528 2,039 1,597

小　　　　計 590 274 1,095 1,099

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

■

□

□

■

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

■ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

災害時要援護者避難支援
対策会議業務

災害時要援護者の避難対策につ
いて関係機関と調整を行う。

会議開催回数 回 0 0 0 0

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

1 1 1

災害見舞金等支給事業 り災者に見舞金等を支給する。 見舞金支給件数 件 3 3 3 3

災害時要援護者支援計画
業務

広報等により要援護者登録を
推進する。

広報等周知回数 回 1

1,597

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

R03年度予算

対象（ 市民 66850 66319 65817 65189

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 4,649 528 2,039

126.45% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 873.62% （↑） 25.69% （↓）

1500 1500 1300

1461 1362 1254
1 災害時要援護者登録者数 災害時要援護者の登録人数 人

1580

2

＊成果未達成時の理由 避難行動要支援者名簿に登録の要支援者が高齢化しており、死亡により登録者から外れている。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

災害対策のため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

要支援者の名簿を区長及び民生委員に提供し、平常時から見守り活動を通じて要支援者に対する注意をこれまでどおり促し
ており、災害が生じるおそれがある場合等の早めの避難呼びかけと避難支援に活用してもらった。
支援対象者に対し登録の呼びかけを継続して行った。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

近年の大雨への心配からか、地域独自での緊急連絡網を整える地区があり、自助・共助の意識が高まりつつある。
ハザードマップなどにより居住地の災害リスクを把握して、どんな避難が最適化を考えるきっかけとなるよう避難行動要支援者
支援制度への登録と個別避難計画の作成に継続して取り組む。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
評価責任者

西原　正信

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 3 項 1 目 1 12

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 生活困窮者自立支援事業
所管課 くらしサポート課

作成者（担当者） 近藤　航

事務事業コード 534-2 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑤健康で安心な福祉づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （３）地域福祉の充実

□ 該当施策区分 （４）生活困窮者対策の充実

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 生活困窮者自立支援法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

生活に困窮している人は、経済的な問題だけではなく、心身の問題、家庭の問題などさまざまな問題を複合的に抱え
ている。その問題に対応し自立した生活を営めるように支援するための相談及び支援を行う必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

生活保護を受けている人以外で、生活に困窮していて、最低限度の生活を維持することができなくなる恐れのある市
民

意図
（どのような状態にしたいか）

生活に困窮している人が、生活保護に陥らないように、自立に向けたプランを立て支援を行う。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H27 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

生活に困窮している人が、生活保護に陥らないように、相談者が自立するため、必要な支援を
把握し、状況に応じた支援を必要な関連機関と連携して支援を行う。
・就労その他の自立に関する相談支援、事業利用のためのプラン作成を行う。
・生活困窮家庭の子どもに対して、高校受験のための学習支援教室の開催や中退防止のため
の進路相談等を行う。
・就労に必要な訓練を有期で行う。
・家計に関する相談や指導、貸付のあっせん等を行う。
・住居のない生活困窮者に対して一定期間宿泊場所や衣食の提供等を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　14　）本

① 自立相談支援事業

② 学習支援事業

③ 就労準備支援事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 20,998 19,861 10,390 16,177 0

県支出金 0 0 80 200 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 33,721 33,264 19,995 25,741 0

一般財源 12,723 13,403 9,525 9,364

人
件
費

職
員
の

職員人工数 2.56 2.46 2.55 2.55

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 12,029 14,686

5.94 5.94

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 48,815 46,735 45,542 51,478

小　　　　計 15,094 13,471 25,547 25,737

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

■

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

自立相談支援事業
生活困窮者の相談に包括的に対応し、その自
立に向けて、本人のニーズを把握し、プラン作
成等の支援を行う。

就労支援対象者数 人 32 21 36 30

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

37 32 45

就労準備支援事業
一般就労が困難な生活困窮者に対し、就労に
必要な訓練を日常生活自立、社会的生活自立
段階から有期で実施する。

利用者数 人 3 3 3 5

学習支援事業
貧困の連鎖の防止のため、生活困窮及び生活
保護世帯の子どもに学習支援を行う。 利用者数 人 26

51,478

対象１単位あたりのコスト（千円） 1 1 1 1

R03年度予算

対象（ 市民 66850 66319 65817 65189

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 48,815 46,735 45,542

87.63% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 103.62% （↑） 101.84% （↑）

100 100 100

85.7 76.4 55.6
1 就労できた者の割合

就労できた者の数／就労支援対象者
数×100

％
100

2

＊成果未達成時の理由 就労の定着が困難なケースがあるため

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担は馴染まないため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

関係機関との連携を強化し、生活困窮者の自立支援に向けた重層的支援体制の構築に取り組んだ。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

今後も関係機関との連携を強化し、充実した支援体制を維持するべく、継続して事業実施に取り組む。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
コロナ禍においての自立相談支援の程度を精査していくとともに、委託している学習支援事業、就労準
備支援事業の事業見直しを図り、適切な事業委託を検討していきたい。

評価責任者

平田光紀

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

□

□ ■

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 3 項 1 目 1 12

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 フードバンク事業
所管課 くらしサポート課

作成者（担当者） 近藤航

事務事業コード 534-3 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑤健康で安心な福祉づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （３）地域福祉の充実

□ 該当施策区分 （４）生活困窮者対策の充実

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

品質に問題のないにもかかわらず市場で流通出来なくなった食品が企業・事業所に余っており「もったいない」現状が
ある。
日々食べるものが無く困っている人がいる。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

今日、明日の食事に困っている人

意図
（どのような状態にしたいか）

まだ食べられる食品を廃棄しないといけない「もったいない」状況を食べるものに困っている人に食品を提供して「もっ
たいない」を「ありがとう」の状態にしたい。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H28 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容
企業や事業所から食品の寄付をいただき、食べるものに困っている
方々へその食品を無償で提供する。 ⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① フードバンク事業

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.17 0.19 0.16 0.16

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 1,002 1,040 876 880

小　　　　計 1,002 1,040 876 880

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

■

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

フードバンク事業
生活困窮者に食糧を支援す
る。

支援した件数 件 63 71 44 70

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

880

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

R03年度予算

対象（ 市民 66850 66319 65817 65189

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 1,002 1,040 876

98.59% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 95.60% （↓） 117.81% （↑）

100 100 100

100 100 100
1

生活困窮者自立相談支援事業に繋がった
率

生活困窮者自立相談支援事業に繋がった者／利用者（生
活困窮者自立相談支援事業対象者）×100 ％

100

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担は馴染まないため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

食品ロスの削減とそれを有効活用することで社会福祉への寄与を目的として、普段提供いただいている事業者と協定を結ぶ
ことで更なる安定した協力関係ができ、また、事業の拡大を図ることが出来た。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

今後も、生活に困窮した方が、安定的かつ適切な支援につながるよう、現在提供していただいている事業者との更なる連携強
化を行うとともに、提供事業者の拡大を図っていきたい

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
緊急的な困窮者支援として対応ができている。協力事業者からの定期的、安定的な食品提供を確保す
るとともに、今後は提供事業者の地域貢献活動の一助を担える取り組みを検討していきたい。

評価責任者

平田光紀

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 3 項 3 目 1 2

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 生活保護適正実施推進事業
所管課 くらしサポート課

作成者（担当者） 柴尾香織

事務事業コード 534-4 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑤健康で安心な福祉づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （３）地域福祉の充実

□ 該当施策区分 （４）生活困窮者対策の充実

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 生活保護法、同法施行規則 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

地方自治体が地域社会のセーフティネット機能を強化し、もって生活保護受給者を含む地域の要援護者の福祉の向
上に資することを目的とするセーフティネット支援対策等事業のメニューで、生活保護の適正な運営を確保し、各種適
正化の取組みを推進する必要があるため。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

生活保護相談者、生活保護受給者、医療機関、生活保護関係職員

意図
（どのような状態にしたいか）

各種の取組みを推進することで、生活保護を適正に実施する。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ19 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

生活保護の適正実施のため、各種適正化の事業を行う。
・レセプトを活用した医療扶助適正化事業（旧：診療報酬明細書等点検充実事業）
　診療報酬の適正な支払いを確保するとともに、被保護者の受診内容を的確に把握し、適切な
処遇を行うため、診療報酬明細書（レセプト）点検の充実を図る。
・医療扶助の適正実施の更なる推進【後発医薬品の使用促進】（旧：医療扶助適正実施推進事
業）
　医療や薬剤等の知識を持つ者を配置し、ケースワーカーへの助言、被保護者指導等を通じ、
生活保護扶助費の中で高い割合を占める医療扶助費の適正化を図る。

医療扶助適正実施推進事業（健康管理支援事業実施に向けた準備事業）
　令和3年1月施行被保護者健康管理支援事業実施に向け、被保護者の健康状態の把握や分
析等の事前準備を行う。
・体制整備強化事業

⇒

事務事業を構成する細事業（　5　）本

① 診療報酬明細書等点検充実事業

② 医療扶助適正実施推進事業

③ 体制整備強化事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 5,379 6,879 478 418 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 7,816 8,983 940 559 0

一般財源 2,437 2,104 462 141

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.28 0.27 0.31 0.31

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 4,260 4,133

1.94 2.19

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 9,467 10,462 6,421 6,584

小　　　　計 1,651 1,479 5,481 6,025

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

■

□

■

□

□

■

■

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

診療報酬明細書等点検充
実事業

委託により、毎月レセプト点検
を実施する。

レセプト点検件数 件 12884 13425 12890 13000

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

442 427 430

体制整備強化事業
専門的な知識を持った面接相談員を配置し効
率的な相談業務を行う。 相談件数 件 117 117 115 120

医療扶助適正実施推進事
業

医療扶助相談員・指導員を配置し医療扶助費
の適正化を図る。

保護受給世帯への後発医薬品の
使用促進世帯数（10月時点世帯
数）

世帯 428

6,584

対象１単位あたりのコスト（千円） 18 20 13 13

R03年度予算

対象（ 生活保護受給者 523 523 496 496

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 9,467 10,462 6,421

97.52% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 90.49% （↓） 154.52% （↑）

8000 8000 7900

8419 8040 7689
1 過誤調整額（＝効果額）

レセプト点検により判明した過誤調整
額

千円
ー

80 80 80

83.6 89.2 90.3
2 後発医薬品使用率

後発医薬品使用率（調剤ベース） 【目
標値80％は国の指標】

％
75

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担になじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

健康管理支援事業において会計年度任用職員の募集を行ったが採用できなかった。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

生活保護適正実施のため、事業を継続していく。
（健康管理支援事業については、令和３年度より生活困窮者自立支援事業に組み替え）

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
面接相談、医療扶助適正推進の両業務とも生活保護適正運営に大変貢献しているものの、健康管理
支援事業を軌道に乗せていくことが今後の課題である。

評価責任者

平田　光紀

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 3 項 1 目 3 2

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 高齢者等生活支援事業
所管課 高齢介護課

作成者（担当者） 岸田　麻理

事務事業コード 532-2 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑤健康で安心な福祉づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （３）地域福祉の充実

□ 該当施策区分 （２）高齢者支援の充実

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 福祉バス運行事業要綱、住宅改造助成事業実施要綱、老人福祉法施行細則 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

少子高齢化の進展、家族機能やライフスタイルの変化、地域相互扶助機能の希薄化等の背景があり、2015年から
2025年にかけて高齢化率が急激に増加する。玉名市も例外ではなく、単身や高齢者世帯が急増し、在宅で安心して
暮らせるためには交通手段や住まい、孤独死等の問題を解決する必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

高齢者

意図
（どのような状態にしたいか）

在宅で安心していきいきと暮らせるために交通手段や住まい、環境整備など日常生活に支障をきたさないように支援
する。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・市営温泉施設への送迎バス
・介護用改造工事の費用を全部又は一部助成
・環境的・経済的理由により居宅において養護を受けることが困難な方
の措置 ⇒

事務事業を構成する細事業（　10　）本

① 福祉バス運行事業

② 高齢者等住宅改造給付事業

③ 老人保護措置事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 999 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 6,000 916 0

受益者負担 10,885 10,496 11,220 10,773

0

小　　　　計 119,852 118,837 118,547 138,232 0

一般財源 108,967 108,341 101,327 125,544

人
件
費

職
員
の

職員人工数 1.40 1.20 1.00 1.00

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 128,106 125,408 124,023 143,729

小　　　　計 8,254 6,571 5,476 5,497

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

■

□

■

□

□

■

□

□

■

□

□

■

□

□

■

□

□

□

□

■ ・受益者負担がある ⇒ ■ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

■ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

福祉バス運行事業
委託して市営温泉施設間の
ルートを運行する。

利用者延べ人数 人 14236 12594 1797 2800

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

0 0 6

老人保護措置事業
居宅において養護を受けることが
困難な方の措置をする。

措置者数（実人数） 人 39 35 36 50

高齢者等住宅改造給付事
業

介護用改造工事の費用を全部
または一部助成する。

住宅改造件数 件 0

143,729

対象１単位あたりのコスト（千円） 6 6 6 6

R03年度予算

対象（ 高齢者（６５歳以上） 21986 22186 22394 22394

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 128,106 125,408 124,023

86.29% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 103.08% （↑） 102.06% （↑）

16105 11547 2890

16752 12645 1846
1 支援事業利用者数 支援事業の延べ利用者数の合計 人

18666

2

＊成果未達成時の理由
新型コロナウイルスの感染拡大防止及び福祉センターのボイラー工事による休館に伴い、約５か月福祉バスが運休となり、利用者
数が大幅に減ったため。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 9.05

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

新型コロナウイルスの影響により、福祉バスの運行状況が十分ではなかったため、運行ルートの調整や検討を行うことが出来
なかった。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

福祉バスの利用減少の要因、利用者のニーズを把握することで今後の方向性を見出し、課題の解決や運行ルートの検討を行
い福祉バスの充実に繋げていく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
高齢者の生活に密着した事業である。今年度より外出支援サービスの対象範囲を拡大して実施してい
るため効果を確認していく必要がある。また、福祉バスの現在の運行ルートの検証を実施し利用しやす
い運行ルートの検討に繋げる。

評価責任者

瀬崎　しのぶ

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 3 項 1 目 3 3

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 敬老事業
所管課 高齢介護課

作成者（担当者） 田上真紀

事務事業コード 532-3 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑤健康で安心な福祉づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （３）地域福祉の充実

□ 該当施策区分 （２）高齢者支援の充実

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 玉名市敬老祝品贈呈要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

多年にわたり、社会に尽くしてきた高齢者を敬愛し、長寿を祝う。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

敬老会：75歳以上、金婚夫婦、米寿：88歳、100歳祝賀：100歳、101歳以上祝賀：101歳以上

意図
（どのような状態にしたいか）

高齢者の長寿及び金婚夫婦を祝福し、市民の敬愛思想の高揚を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

敬老会：小学校区ごとに各区長会に委託し開催。対象者は市で指定す
るが、開催方法等は区長会にほぼ一任。
米寿：記念品、表彰状を小学校区や自治区単位で祝いを催し配布す
る。
金婚：金婚夫婦表彰式典を開催し、表彰状と記念品を渡す。
百歳祝賀：誕生日に記念品、顕彰状を渡す。
101歳以上祝賀：記念品（カタログ）を渡す。

⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 長寿者等表彰事業

② 敬老会開催事業

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 21,356 21,733 20,624 22,076 0

一般財源 21,356 21,733 20,624 22,076

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.20 0.20 0.20 0.20

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 22,535 22,828 21,719 23,175

小　　　　計 1,179 1,095 1,095 1,099

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

■

□

■

□

■

■

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

■

■

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

長寿者等表彰事業
百歳・金婚夫婦・米寿者に賞状・記念品、101歳
以上に記念品を授与する。 賞状・記念品授与人数 人 861 904 776 843

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

94 0 94敬老会開催事業
各校区に委託して敬老会を開
催する

敬老会開催場所数
(４地域の人数・開催件数含む） 箇所 78

23,175

対象１単位あたりのコスト（千円） 26 25 28 27

R03年度予算

対象（ 記念品の授与者 861 904 776 843

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 22,535 22,828 21,719

101.81% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 103.65% （↑） 90.22% （↓）

925 870 843

861 904 776
1 賞状、記念品授与者数

100歳、101歳以上、金婚夫婦、米寿者
の合計授与者数

人
902

2

＊成果未達成時の理由 執行方法を改善したため。（表彰対象者を１０１歳以上の者から１００歳及び１０８歳の者とした。）

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

令和2年度の敬老会は、新型コロナウイルス感染症の影響で、参加対象者が重傷化しやすい高齢者であるため、各行政区へ
式典等の開催は自粛した。また、高齢者表彰の対象者を１０１歳以上の者から１００歳及び１０８歳の者と改めた。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

敬老会の開催は、小学校区単位としており、対象者にとって参加しやすい環境となっている。敬老事業は老人福祉法に則り高
齢者の長寿を祝い、敬老思想の高揚を目的としているためこれ以上の事業の縮小は難しい。対象年齢の引き上げを検討す
る。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
新型コロナ感染状況を確認しながら地域の中での敬老会活動を支援するとともに敬老思想の高揚に繋
げていく。

評価責任者

瀬崎しのぶ

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】
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【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 3 項 1 目 3 4

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 老人クラブ支援事業
所管課 高齢介護課

作成者（担当者） 立石　翔也

事務事業コード 532-4 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑤健康で安心な福祉づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （３）地域福祉の充実

□ 該当施策区分 （２）高齢者支援の充実

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 老人福祉法、熊本県健康福祉補助金等交付要項 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

高齢者人口が増えていく中で、老人クラブ会員数は年々減少している。高齢者の社会参加、生きがいづくり、仲間づく
り、健康づくりなどの推進を図っていく高齢者組織が、安定した活動を行うため、財政的支援を行う必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

玉名市老人クラブ連合会

意図
（どのような状態にしたいか）

高齢者が多くの仲間と手を携え、他世代の方とも交流を深めるとともに、健康づくりや生きがいづくりの活動の推進を
支援する。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

老人クラブ活動を支援するために、以下の団体・活動に補助金を交付
する。
  ・単位老人クラブ
  ・玉名市老人クラブ4支部活動
  ・シルバーヘルパー活動
  ・健康づくり事業（健康ダンス等）
  ・玉名市老人クラブ連合会本部

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 老人クラブ支援事業

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 2,935 3,192 2,860 3,130 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 11,998 11,995 11,594 11,959 0

一般財源 9,063 8,803 8,734 8,829

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.20 0.20 0.10 0.20

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 13,177 13,090 12,142 13,058

小　　　　計 1,179 1,095 548 1,099

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

■

■

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

老人クラブ支援事業
老人クラブに補助金を交付す
る。

補助交付延べ団体数（補
助交付単老数）

団体 82 82 78 78

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

13,058

対象１単位あたりのコスト（千円） 3 3 3 3

R03年度予算

対象（ 老人クラブ会員 4916 4301 3907 3907

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 13,177 13,090 12,142

92.99% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 88.07% （↓） 97.93% （↓）

18.6 18.6 18.5

18.6 18.6 18.5
1 65歳以上要介護認定者率 要介護認定者数／65歳以上人口 ％

18.8

4821 4300 3907

4821 4300 3907
2 玉名市老人クラブ会員数 全会員の合計 人

5311

＊成果未達成時の理由
老人クラブ会員数について、これまでの会員離れに加え、コロナ禍の影響を受け活動休止を余儀なくされている現状もあり目標を
下回る結果となった。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

会費負担しているため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

昨年から猛威を振るう新型コロナウイルス感染症拡大をうけ事業継続が困難であるなかホームページや広報誌の掲載継続等
のPR活動を続け、助言等も行ってきたが未だ老人クラブ会員数は減少傾向にある。しかしながら、いきがいを持ち何らかの活
動に従事することで介護保険要介護認定者率の低減には一定程度寄与していると考える。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

今まで行ってきたホームページや広報誌の掲載継続等のPR活動に加えコロナ禍での活動継続のための助言等を行い会員の
増加と要介護認定者率の低下を目指す。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
高齢者の社会参加は介護予防の視点からも重要であるが、社会の多様化に伴い高齢者の価値観も多
種多様となっている現状である。高齢者が互いに認め合える地域となり健康づくりなどの活動について
は支援していく必要がある。

評価責任者

瀬崎　しのぶ

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 3 項 1 目 3 10

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 介護低所得者対策事業
所管課 高齢介護課

作成者（担当者） 竹森　明徳

事務事業コード 532-5 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑤健康で安心な福祉づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （３）地域福祉の充実

□ 該当施策区分 （２）高齢者支援の充実

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 玉名市社会福祉法人等による生計困難者に対する介護保険サービスに係る利用者負担軽減制度事業実施要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

低所得者で生計が困難である者及び生活保護受給者の介護保険サービスの利用の促進を図る必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

低所得者で生計が困難である者及び生活保護受給者

意図
（どのような状態にしたいか）

利用者の負担を軽減することにより、介護保険サービスの利用を促進する。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H22 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

介護保険法に基づく訪問介護、通所介護等並びに食費、居住費、滞在
費及び宿泊費に係る負担額の軽減を行う社会福祉法人等に対して補
助金の交付を行う。
・県への補助金交付申請、実績報告等事務
・利用者申請の受付・判定・確認証発行等事務
・社会福祉法人への補助金交付事務

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 介護低所得者対策事業

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 300 235 274 399 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 331 314 366 532 0

一般財源 31 79 92 133

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.02 0.07 0.05 0.05

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 449 697 640 807

小　　　　計 118 383 274 275

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

■

□

■

□

□

■

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

■

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

介護低所得者対策事業
利用者負担軽減決定者の利用負担軽減をした
社会福祉法人等に対して補助金を交付する。

利用者負担軽減申請
決定者数

人 3 3 7 4

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

807

対象１単位あたりのコスト（千円） 150 232 91 202

R03年度予算

対象（ 軽減対象者 3 3 7 4

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 449 697 640

45.32% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 64.42% （↓） 254.11% （↑）

100 100 100

100 100 100
1 利用者負担軽減決定率

利用者負担軽減決定者数／利用者負
担軽減申請者数

％
100

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

低所得者の利用負担軽減に伴う社会福祉法人の負担に対する補助であるため。

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

事業所からの相談に対し制度の利用を促し利用者負担軽減決定者の増加につながった。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

玉名市管内の社会福祉法人の県への登録が済んでいるため、継続的に制度対象者に事業の周知を行っていく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
介護保険サービス提供を行う社会福祉法人等が社会的な役割を果たし、制度を利用する低所得者に
対し負担軽減が図られているため今後も継続して制度を運用していくことが重要である。

評価責任者

瀬崎　しのぶ

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 3 項 1 目 3 11

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 介護施設整備事業
所管課 高齢介護課

作成者（担当者） 立石　翔也

事務事業コード 533-5 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑤健康で安心な福祉づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （３）地域福祉の充実

■ 該当施策区分 （３）地域で支え合う体制の充実

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 玉名市介護予防拠点整備補助金交付要綱、玉名市介護基盤緊急整備特別対策事業補助金交付要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

被保険者が介護保険給付の対象とならないように、介護予防のための事業を実施するための拠点施設の整備を行う
必要があるため。
法改正による特別養護老人ホームの重点化に伴う軽度（要介護１・２）の要介護者や要介護度３以上の入所待機者を
解消するため。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

既存介護施設や介護予防拠点整備事業を行う地区の代表者

意図
（どのような状態にしたいか）

新規での介護予防拠点施設の整備、また既存の公民館等を高齢者の方々が利用しやすいように、手摺り、スロープ
の設置、洋式トイレへの改修を行う。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H24 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

地域における介護予防事業を推進するために、介護予防拠点施設の
整備に要する経費について補助金を交付する。
・県への補助金交付申請、実績報告等事務
・補助金交付申請、実績報告等受付確認事務
・補助金交付要綱等の整備
・補助対象経費については、対象施設1施設当たり850万円を上限とし
補助

⇒

事務事業を構成する細事業（　3　）本

① 介護予防拠点整備事業

② 介護基盤緊急整備特別対策事業

③ 介護施設開設準備経費助成特別対策事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 111,485 24,090 17,504 1,600 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 111,485 24,090 17,504 1,600 0

一般財源 0 0 0 0

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.15 0.20 0.15 0.15

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 112,369 25,185 18,325 2,425

小　　　　計 884 1,095 821 825

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

■

□

■

□

□

■

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

介護予防拠点整備事業
介護予防拠点の整備を実施する地区の代表者
に対し補助する。 補助金交付件数 件 6 5 6 2

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

0 0 0

介護施設開設準備経費助
成特別対策事業

小規模多機能型居宅介護施設の新設及び介
護療養型医療施設からの介護医療院への転
換に対し補助する。

補助金交付件数 件 2 0 0 0

介護基盤緊急整備特別対
策事業

小規模多機能型居宅介護施設の新設及び介
護療養型医療施設からの介護医療院への転
換に対して補助する。

補助金交付件数 件 2

2,425

対象１単位あたりのコスト（千円） 14,046 5,037 3,054 1,213

R03年度予算

対象（ 補助金交付件数 8 5 6 2

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 112,369 25,185 18,325

251.89% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 278.86% （↑） 164.92% （↑）

100 100 100

100 100 100
1 介護予防拠点整備率

介護予防拠点整備数/介護予防拠点整
備希望数

％
100

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

事業費のうち補助金以外は自己負担

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

特になし

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

今後も市民の需要に応えつつ介護保険事業計画に沿った拠点整備ができるよう事業を継続していく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
事業実績件数が減少している。介護予防活動の中心は地域の公民館となっているため、魅力的で利
用しやすい整備に努め高齢者の元気づくりに繋げていく。

評価責任者

瀬崎　しのぶ

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

□ □ □ ■

□ □

■ □ 】 款 3 項 1 目 5 5

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ □ ■ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 天水老人憩の家管理運営事業
所管課 高齢介護課

作成者（担当者） 内田　圭祐

事務事業コード 532-6 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑤健康で安心な福祉づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （３）地域福祉の充実

□ 該当施策区分 （２）高齢者支援の充実

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 玉名市天水老人憩の家条例 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

玉名市に居住する高齢者がより健全な生活を送るため、相互の交流を行っていく機会の提供が求められている。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

玉名市に居住する60歳以上の市民

意図
（どのような状態にしたいか）

自主事業の開催や利用者同志のコミュニケーションをはかり健康の保持、教養の向上を行う。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【 指定管理

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容
・運営状況等に関する把握及び指定管理者（社会福祉法人玉名市社
会福祉協議会）への指導及び助言。
・リスク分担に基づく施設の修繕等の維持管理を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 天水老人憩の家指定管理業務

② 天水老人憩の家維持管理業務

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 14,218 13,555 12,931 12,931 0

一般財源 14,218 13,555 12,931 12,931

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.20 0.20 0.05 0.40

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 15,397 14,650 13,205 15,130

小　　　　計 1,179 1,095 274 2,199

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

■

□

■

□

□

■

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ ■

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

天水老人憩の家指定管理
業務

指定管理者による施設の管理
運営を行う。

開館日数 日 342 311 259 300

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

2 0 0
天水老人憩の家維持管理
業務

指定管理者との協定に基づ
き、施設の改修を行う。

改修箇所数 箇所 1

15,130

対象１単位あたりのコスト（千円） 1 1 0 1

R03年度予算

対象（ ６０歳以上の市民 26787 26870 26840 26875

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 15,397 14,650 13,205

87.39% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 105.42% （↑） 110.82% （↑）

35.3 24.8 20.4

32.2 32.7 19.0
1 １日当たり入館者数 年間入館者数／年間開館日数 人

32.1

2

＊成果未達成時の理由 新型コロナウイルス感染症の影響による休館及び人出減少により。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

なじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

公共施設長期整備計画に基づく中規模修繕について、方向性の検討を行った。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

新型コロナウイルス感染症の影響により年間利用者数は半減したが、終息後は回復する見込みであるため、令和6年度まで
は現状を維持する予定である。
公共施設長期整備計画に基づき、令和６年度に旧館部分の解体、新館部分の中規模修繕を行う予定である。それに伴い利
用者ニーズの把握を行い、修繕後は小規模ながら地域福祉の充実に資する施設として運営していく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見

新型コロナウイルス感染症の予防のため閉鎖を余儀なくされている状況下にある。また、公共施設長
期整備計画に基づき令和5～６年度の中規模改修工事が予定されているため事前準備を行っていく必
要がある。高齢者の交流や健康保持増進を目的とした重要な拠点であるため感染対策を講じ活用を
進める。

評価責任者

瀬崎　しのぶ

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 3 項 1 目 10 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 高齢者等就業支援センター管理運営事業
所管課 高齢介護課

作成者（担当者） 立石　翔也

事務事業コード 532-7 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑤健康で安心な福祉づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （３）地域福祉の充実

□ 該当施策区分 （２）高齢者支援の充実

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 玉名市高齢者等就業支援センター条例、同条例施行規則 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 玉名市公共施設長期整備計画、玉名市公共施設個別施設計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

高齢者、障がい者、企業退職者の雇用促進のために必要な技術の習得、勤労者の福利厚生、余暇の充実が求めら
れている。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

施設を使用する高齢者、障がい者、企業退職者等

意図
（どのような状態にしたいか）

技術を習得することによって、高齢者等が就労でき、また、勤労者の福利厚生が図られる。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容
各種講座の開催や研修室の貸し出しを行い、また施設の維持管理を
行う。 ⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 高齢者等就業支援センター管理運営事業

② 空調と照明の更新事業

③

0 0 7,300 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 650 6,302 878 0

受益者負担 142 138 45 141

0

小　　　　計 5,305 6,495 17,342 3,800 0

一般財源 5,163 5,707 3,695 2,781

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.30 0.30 0.20 0.20

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 7,074 8,138 18,437 4,899

小　　　　計 1,769 1,643 1,095 1,099

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

□

■

□

□

■ ・受益者負担がある ⇒ ■ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

高齢者等就業支援セン
ター管理運営事業

高齢者等向けに各種講座を開
催する。

講座開催数 回 43 66 49 50

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

設計 工事 ―空調と照明の更新事業
カーボンマネジメント強化事業によ
る空調・照明の改修

設計及び工事 ― ー

4,899

対象１単位あたりのコスト（千円） 3 3 9 2

R03年度予算

対象（ 施設利用者 2048 2366 2101 2000

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 7,074 8,138 18,437

358.25% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 100.42% （↑） 39.20% （↓）

2000 1500 2000

2048 2346 2101
1 高齢者等就業支援センター利用者数

研修室等利用者数と講座受講者数の
合計延べ人数

人
1900

90 90 90

68 79 80
2 講座受講者満足度

講座終了後アンケートで有意義と感じ
た人の割合

％
90

＊成果未達成時の理由
講座受講者満足度アンケートについては、多くの受講者が有意義であったと回答されていたが、一部の講座ではまだ難易度が高く
細やかな指導が行き届いていないため有意義と感じられなかったと考えられる。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
c

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.24

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

講座については受講者のニーズに沿って開催できた。カーボンマネジメント強化事業による空調・照明改修工事が完了した。
令和3年度から当該年度の光熱水費及び燃料費の7割をシルバー人材センターの負担とし、3月に請求を行う。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

講座の内容については、受講者のニーズを把握し就労支援につながるようシルバー人材センターと連携し、今後も事業を継続
していく。長期整備計画の中で経費削減をしていく。シルバー人材センターには光熱水費、燃料費の7割を負担としたが、それ
以外の研修室の利用料の負担についてもさらに協議し検討を重ねていく。コロナ禍の中、感染予防対策を講じながらできるだ
け実施していく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
高齢者の就業や介護、生きがいにつながるような各種講座を計画している。また、認知症や独居の高齢者に手を差し伸べられる講座を実
施する。シルバー人材センターが使用した経費の応分負担は今年度から開始し状況確認評価する必要がある。また昨年度実施したカー
ボンマネジメントの工事を実施したことで光熱水費等の節約についても検証していく。

評価責任者

瀬崎しのぶ

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

□ ■ □ □

□ □

■ □ 】 款 3 項 1 目 1 8

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 婦人相談事業
所管課 子育て支援課

作成者（担当者） 樋口　綾

事務事業コード 533-6 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑤健康で安心な福祉づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （３）地域福祉の充実

■ 該当施策区分 （３）地域で支え合う体制の充実

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 売春防止法、玉名市婦人相談員設置規程、DV防止法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

要保護女子（性交又は環境に照らして売春を行うおそれのある女子）や配偶者から暴力（ＤＶ）を受けている女性やそ
の家族に対して、相談、指導、支援を行い、保護する必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

要保護女子及びその家族

意図
（どのような状態にしたいか）

気軽に相談できる体制により、相談者に助言・指導、情報提供、他機関紹介等を行い、安心・安定した生活を整える。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容
要保護女子及び配偶者等からの暴力を受けている被害者の発見に努
め、必要な相談指導を行う。また、母子自立支援員として、母子家庭の
福祉を増進するため相談、支援等を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 婦人相談事業

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 1,384 1,415 18 33 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 2,566 2,737 154 91 0

一般財源 1,182 1,322 136 58

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.60 0.50 0.10 0.10

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 2,493 2,574

0.80 0.80

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 6,104 5,475 2,262 2,219

小　　　　計 3,538 2,738 2,108 2,128

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
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≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

婦人相談事業
婦人相談員が要保護女性のDV等
の相談や支援を行う。

婦人相談支援日数 日 243 240 240 240

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

2,219

対象１単位あたりのコスト（千円） 88 82 29 32

R03年度予算

対象（ 婦人相談実人数 69 67 77 70

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 6,104 5,475 2,262

92.67% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 108.26% （↑） 278.17% （↑）

100 100 100

100 100 100
1 婦人相談対応率 相談に対応した対応率 ％

100

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

コロナの影響もあり、婦人相談員の研修が1回だけではあったが相談員経験のある者や他の関係機関との連携を図り、相談
者へ寄り添った相談業務ができた。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

今後も関係機関との連携を図り、相談者に寄り添った支援をしていくとともに、家庭児童相談業務の中での面前ＤＶでの保護
者に対する支援の方法を考えていきたい。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
要保護女子及び配偶者等からの暴力を受けている被害者の発見に努め、求めに応じて相談等に応じ
るとともに、自立に必要な職業能力向上のための指導、求職活動に関する助言や情報提供等も行って
おり、今後も継続して実施していくべきである。

評価責任者

松田　智文

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）
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